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Ｉ．はじめに 

人間はコミュニティの中で発達していく．子ども

は誕生のときからコミュニティの一員とみなされ, 

コミュニティの一員としてふるまうことを期待され

ている（氏家, 2012）．こうした文化社会的な観点か

ら発達をとらえたとき，発達は「文化活動へ参加し

ていくことを通して変容する過程 (Rogoff，2006, 

p.47)」と定義される．そしてこのような過程がひい

ては「文化コミュニティの変容を促すように働いて

いる」（Rogoff，2006, p.47）のであり，個人の発達

はコミュニティと双方向的に影響しあっていると考

えることができる．  

では, 現代の子どもの発達を支えるコミュニティ

の現状，とりわけ子育てをめぐるコミュニティの現

状はどうなっているだろうか. 日常的には, 子ども

の発達におよぼすコミュニティや文化の影響につい

て 意識することはないかもしれない. 我々は, 生

まれながらに所属しているコミュニティの中で発達

していくため, 自分自身の価値観や生活習慣につい

て意識する機会はほとんどないからである. そして，

我々の属するコミュニティは緩やかにその形を変容

させつつある．時に, その変容は我々の生活や発達

に「悪い」影響を与えることもあるかもしれない．

文化社会的観点からすれば，コミュニティの変容は

我々の発達の結果であり，それゆえそこに善悪の価

値判断を与えること自体，適切ではないのかもしれ

ない．しかし発達主体として，コミュニティの変容

によって生きづらさが生じていると考えるのであれ

ば，そこに警鐘を鳴らすこともまた必要である．本

論では子どもの発達を支えるコミュニティの変容, 

とくに保育所や幼稚園，学校以外のコミュニティの

変容をさまざまな統計データから読み解くことで, 

今日の子育てを巡る課題の解決へ向けた有益な方策

を探る. 

子どもの発達を支えるコミュニティの現状を分析

して理解するためには,「親」と「子ども」，さらに

は「高齢者」を含む三者の生活環境における今日的

な変化を整理する必要がある. そして, 子どもが発

達していくコミュニティの実態を明らかにすること

で, 今日の子育て世代が抱えている課題を浮き彫り

にする. その上で, 現代社会の子育てにおける困難

を軽減させるための新たな試みを提案したいと考え

る. なお，本論では特定の地域の実情に限定した議

論を目的とはしていない．しかし，我が国における 
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趨勢を論じる流れの中で，マジョリティとしての都

市生活者を念頭に，東京都のデータを基に議論が展

開されている箇所もある．地域ごとにさまざまな特

性の違いがあることは承知しているが,総論として

こうした限界があることを先に断っておく． 

 

Ⅱ．三者を取り巻く生活環境の変化  
1.親の生活環境の変化 

最初に, 親世代の生活環境, 中でも, 子育てを行

う家庭環境の変化に関して着目する. 親世代の親 

(祖父母世代)が同居する三世代家族や拡大家族とい

われる家庭状況は, 子育てを既に体験した祖父母世

代が同じ家族にいることから, 親から子育ての支援

やアドバイスを受けやすいといえよう. 加えて,祖

父母を通して地域ともつながりやすく地域へ住む子

育て支援やアドバイスを受けやすい. そうしたこと

から, 祖父母世代が同居していたり, 身近に住んで

いたり，ということは, 子育ての負担を軽減する要

因となるといえるだろう. 

それでは, そのような三世代同居型家族・拡大家

族のような形に関連して,子育て世代を取り巻く世

帯構造の変化はどのようになっているだろうか. 厚

生労働省の実施した「2017 年国民生活基礎調査」（厚

生労働省，2018a）によると, 児童(18 歳未満の未婚

の者)のいる世帯の中での核家族(「夫婦と未婚の子

のみの世帯」と「ひとり親と未婚の子のみの世帯」

を足したもの)の割合は, 1986 年の 75.1％から, 

2017 年の 86.4％と増加している（図 1）. 一方, 三

世代世帯は, 1986 年の 25.9％から 2017 年の 13.6％

と減少している．三世代同居型家族が減少する一方

で, 核家族は増えている（図 1）．いわゆる「嫁姑問

題」に典型的に示されるように，三世代同居が必ず

しも子育てに関わるすべての人々にとって肯定的と

なりえるわけではないにせよ，子どもにとっては養

育してくれる大人の数が増えることになることは大

きなアドバンテージとなるだろう．そのため核家族

が増えている現状は祖父母世代からのサポートが得

にくい状況を示す一端であるといえる. 更に, 核家

族の内訳をみると「夫婦と未婚の子のみの世帯数」

は, 1986 年 15,525 千世帯から 2017 年の 14,891 千

世帯と横ばいになっていたが，「ひとり親と未婚の子

のみの世帯」は, 1986 年の 1908 千世帯から 2017 年

の 3645千世帯の約 1.9倍になっていた. 世帯内で祖

父母世代から子育てのサポートを受けることが困難

になったうえ, 親子関係においても一人の親との関

係に限られるなど, 人間関係の面から相対的に多様

性に乏しい関係性になっている現状がわかる. 

では, 血縁的なつながりではなく地縁的なつなが

りはどうであろうか, NPO 法人子ども子育てひろば

全国連絡協議会(2015)によると, 地域子育て拠点事

業を利用して子育てをしている母親 2,400 名のうち

72.1％が自分の育った市区町村以外で子育てをして

いると回答している. また，ベネッセ次世代育成研

究室 (2010)によると, ①東京駅から 40km 圏内の市

区町村と, ②東京駅から 40km 圏，大阪駅から 30km

圏、名古屋駅から 20 ㎞圏を除く, 中核市，特例市，

人口 120 万人以下の政令指定都市（旭川市，佐世保

市，浜松市など全 65 市）計 1500 名の 0～2 歳児をも

つ母親に行ったインターネット調査の結果, 「お子

さまのことを気にかけて、声をかけてくれる人は何

人いますか？」という質問に対して, 「3 人以上い

る」, 「2 人ぐらいはいる」, 「1 人はいる」, 「1

人もいない」の 4 択のうち，①の地域の回答者のう

ち全体の 18.1％が, ②の地域の回答者では 21.6％

が「1 人もいない」と回答している(図 2). つまり, 

およそ 5 人に１人の母親は地域で声をかけてくれる

人さえいない状況であるといえる．これは子育て世

帯が地域から孤立していることのひとつの証拠とな

るだろう. このような現状がある一方, 多くの親が

子育てを地域と共に行う事の重要性を感じている. 

たとえば, 子育てをする上での地域の支援の重要性

について，「とても重要だと思う」あるいは「やや重

要だと思う」と重要性を認識していた父親や母親は

共に 9 割を超えているという調査報告もある(内閣

府, 2013). こうした実態と理想のギャップは子育

てへ対する不安感等の遠因となっている可能性があ

るといえる. 

また, 共働きの増加も子育て環境の変化のひとつ

といえるだろう. 内閣府(2018a)によると, 2017 年

において子育て世帯における雇用形態別にみた割合

で「雇用者の共働き」は 1,188 万世帯であり, 「男

性雇用者と無職の妻からなる世帯」641 万世帯に比

べ, 約 1.9 倍となっている. これは, 労働力調査特

別調査がはじまった 1980 年の頃には, 「雇用者の共

働き」614 万世帯だったのに対し, 「男性雇用者と

無職の妻からなる世帯」1,114 万世帯となっていた

のと対照的な結果である.  

このような共働き夫婦が増加する中, 子育てにお

いて, 子どもを保育所等に預ける機会が増えている. 

厚生労働省(2018b)によると, 2011 年では 212 万人

程度であった保育所等の利用児童数が, 2018 年では

261 万人まで増えた. 子どもの人数自体は少子化の 

中 0～9 歳が 2011 年では 1,099 万人（総務省, 2011） 

から 2018 年では 1,041 万人（総務省, 2018）に減少
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趨勢を論じる流れの中で，マジョリティとしての都

市生活者を念頭に，東京都のデータを基に議論が展

開されている箇所もある．地域ごとにさまざまな特

性の違いがあることは承知しているが,総論として

こうした限界があることを先に断っておく． 

 

Ⅱ．三者を取り巻く生活環境の変化  
1.親の生活環境の変化 

最初に, 親世代の生活環境, 中でも, 子育てを行

う家庭環境の変化に関して着目する. 親世代の親 

(祖父母世代)が同居する三世代家族や拡大家族とい

われる家庭状況は, 子育てを既に体験した祖父母世

代が同じ家族にいることから, 親から子育ての支援

やアドバイスを受けやすいといえよう. 加えて,祖

父母を通して地域ともつながりやすく地域へ住む子

育て支援やアドバイスを受けやすい. そうしたこと

から, 祖父母世代が同居していたり, 身近に住んで

いたり，ということは, 子育ての負担を軽減する要

因となるといえるだろう. 

それでは, そのような三世代同居型家族・拡大家

族のような形に関連して,子育て世代を取り巻く世

帯構造の変化はどのようになっているだろうか. 厚

生労働省の実施した「2017 年国民生活基礎調査」（厚

生労働省，2018a）によると, 児童(18 歳未満の未婚

の者)のいる世帯の中での核家族(「夫婦と未婚の子

のみの世帯」と「ひとり親と未婚の子のみの世帯」

を足したもの)の割合は, 1986 年の 75.1％から, 

2017 年の 86.4％と増加している（図 1）. 一方, 三

世代世帯は, 1986 年の 25.9％から 2017 年の 13.6％

と減少している．三世代同居型家族が減少する一方

で, 核家族は増えている（図 1）．いわゆる「嫁姑問

題」に典型的に示されるように，三世代同居が必ず

しも子育てに関わるすべての人々にとって肯定的と

なりえるわけではないにせよ，子どもにとっては養

育してくれる大人の数が増えることになることは大

きなアドバンテージとなるだろう．そのため核家族

が増えている現状は祖父母世代からのサポートが得

にくい状況を示す一端であるといえる. 更に, 核家

族の内訳をみると「夫婦と未婚の子のみの世帯数」

は, 1986 年 15,525 千世帯から 2017 年の 14,891 千

世帯と横ばいになっていたが，「ひとり親と未婚の子

のみの世帯」は, 1986 年の 1908 千世帯から 2017 年

の 3645千世帯の約 1.9倍になっていた. 世帯内で祖

父母世代から子育てのサポートを受けることが困難

になったうえ, 親子関係においても一人の親との関

係に限られるなど, 人間関係の面から相対的に多様

性に乏しい関係性になっている現状がわかる. 

では, 血縁的なつながりではなく地縁的なつなが

りはどうであろうか, NPO 法人子ども子育てひろば

全国連絡協議会(2015)によると, 地域子育て拠点事

業を利用して子育てをしている母親 2,400 名のうち

72.1％が自分の育った市区町村以外で子育てをして

いると回答している. また，ベネッセ次世代育成研

究室 (2010)によると, ①東京駅から 40km 圏内の市

区町村と, ②東京駅から 40km 圏，大阪駅から 30km

圏、名古屋駅から 20 ㎞圏を除く, 中核市，特例市，

人口 120 万人以下の政令指定都市（旭川市，佐世保

市，浜松市など全 65 市）計 1500 名の 0～2 歳児をも

つ母親に行ったインターネット調査の結果, 「お子

さまのことを気にかけて、声をかけてくれる人は何

人いますか？」という質問に対して, 「3 人以上い

る」, 「2 人ぐらいはいる」, 「1 人はいる」, 「1

人もいない」の 4 択のうち，①の地域の回答者のう

ち全体の 18.1％が, ②の地域の回答者では 21.6％

が「1 人もいない」と回答している(図 2). つまり, 

およそ 5 人に１人の母親は地域で声をかけてくれる

人さえいない状況であるといえる．これは子育て世

帯が地域から孤立していることのひとつの証拠とな

るだろう. このような現状がある一方, 多くの親が

子育てを地域と共に行う事の重要性を感じている. 

たとえば, 子育てをする上での地域の支援の重要性

について，「とても重要だと思う」あるいは「やや重

要だと思う」と重要性を認識していた父親や母親は

共に 9 割を超えているという調査報告もある(内閣

府, 2013). こうした実態と理想のギャップは子育

てへ対する不安感等の遠因となっている可能性があ

るといえる. 

また, 共働きの増加も子育て環境の変化のひとつ

といえるだろう. 内閣府(2018a)によると, 2017 年

において子育て世帯における雇用形態別にみた割合

で「雇用者の共働き」は 1,188 万世帯であり, 「男

性雇用者と無職の妻からなる世帯」641 万世帯に比

べ, 約 1.9 倍となっている. これは, 労働力調査特

別調査がはじまった 1980 年の頃には, 「雇用者の共

働き」614 万世帯だったのに対し, 「男性雇用者と

無職の妻からなる世帯」1,114 万世帯となっていた

のと対照的な結果である.  

このような共働き夫婦が増加する中, 子育てにお

いて, 子どもを保育所等に預ける機会が増えている. 

厚生労働省(2018b)によると, 2011 年では 212 万人

程度であった保育所等の利用児童数が, 2018 年では

261 万人まで増えた. 子どもの人数自体は少子化の 

中 0～9 歳が 2011 年では 1,099 万人（総務省, 2011） 

から 2018 年では 1,041 万人（総務省, 2018）に減少
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※厚生労働省(2018 a), 平成29年国民生活基礎調査より
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※ベネッセ次世代育成研究室(2010), 第4回 首都圏・都市部ごとにみる乳幼児の子育てレポートより

※内閣府(2001)「第 2 回 青少年の生活と意識に関する基本調査」, 内閣府(2007)「低年齢少年の生活と意識に関する調査」より

表 1 平日の父親・母親と小学生以降の子ども(9～14 歳)のふれあい時間の推移

（千世帯）
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している．このように子どもの数が減っている中で

の保育所の利用者数が増加しているという現実は，

親の共働きが増え, 子どもが平日に親と過ごす時間

が減少している事実を表している.このような親の

働き方の変化は, 小学生以降(9 歳～14 歳)の子ども

の親子のふれあいの時間の減少の原因となっている

かもしれない (表 1). 平日における子ども(9～14

歳)とのふれあい時間を 2000年と 2005年で比較する

と, 父親は，「4 時間以上」，「3 時間くらい」の割合

が減少し，「2 時間くらい」，「1 時間くらい」，「ほと

んどない」の割合が増加している（内閣府, 2001, 

2007）．さらに，「30 分くらい」の割合が大きく減っ

ている. 母親は, 「2 時間以上」の割合が減り, 「１

時間以内」の割合が増えている．これは平日に限っ

たデータではあるが，共働きの増加によって, 子ど

もとコミュニケーションする時間が減少しているこ

とを示唆する結果である. また, 男性は外(仕事), 

女性は内(子育て)のような, 性的役割分業的な価値

観が色濃く残る文化の中で, 母親は働く割合が増え

ながらも子育てを担う割合が依然として高いことが

理解できる. そのため,この後扱う子育てのアンケ

ート調査の多くは, 母親をターゲットにしたものと

なっている. 

このように, 血縁・地縁的の支えが希薄になり, 

共働きの増加により子どもと関わる時間が少なくな

る中, 親が子どもとのコミュニケーションを通じて, 

親として子どもに価値観を伝授するプロセスには効

率性が求められるようになっているのかもしれない．

情報社会において，身近な情報検索手段であるイン

ターネットは，こうした親にとってはとても便利な

ものになるだろう． たとえば, 首都圏に住む 0 歳か

ら 6 歳（就学前）の乳幼児をもつ母親 3,838 名を対

象に実施された幼児の生活調査の中では「現在、あ

なたは「お子様のしつけや教育」についての情報を

どこから・誰から得ていますか（多択式）」との質問

に対して, 一番多いのが「母親の友達・知人」から

のもの(72.0％), 次がインターネット・ブログ

(65.4％), テレビ・ラジオ(54.0％)という結果が得

られている(ベネッセ次世代育成研究所, 2016). 情

報社会になった現代においては驚くべき事ではない

が,子育て情報は地縁・血縁的関係以上に, インター

ネットやマスメディアを通じて得ているという実態

が明らかになっている. 

 

2. 子どもの生活環境の変化 

 次に, 子どもの生活環境, 中でも子どもを取り巻 

く人的資源に着目する．血縁，地縁的な子育ての環 

境では，保育園, 幼稚園, 学校現場以外でも, 日常

生活の中に多くの大人に自然と関わる機会があった. 

このような子どもの生活では, 子どもが地域社会の

中で育つ土壌があったといえる. その中で子どもた

ちは, 親以外の多くの大人とも関わりあいながら, 

ときには遊んでもらいながら, 育てられる仕組みが

あったといえるだろう. また, 地縁・血縁的につな

がりのある同世代や異年齢のこどもたちともかかわ

り合う機会が生活の場で展開されていた.しかし，ベ

ネッセ次世代育成研究室(2016)の乳幼児の生活調査

によると, 「平日、（幼稚園・保育園以外で）遊ぶと

きは誰と一緒の場合が多いですか。」という多択式の

質問に対して「母親」という回答が 1995 年の 55.1％

から,  2015 年では 86.0％と増加した. 「きょうだ

い」という回答は, 60.3％(1995 年)から, 49.3％

(2015 年)に減少した. 「友だち」という回答も, 

56.1％(1995年)から, 27.3％(2015年)に減少してい

る．このことから平日の遊ぶ場面において, 乳幼児

と母親が一対一で遊ぶ場面が増えているといえるだ

ろう(図 3). 

小学生においても似たような傾向がみられる. た

とえば,東京都の子どもの生活実態調査（東京都, 

2018a）によると, 小学生(5 年生, n=6,296 名)は, 

「平日の放課後(夕方 18:00 ぐらいまでの自由時間)

に一緒に過ごす事が多い人は誰か」について①家族

（祖父母、親戚なども含む）, ②学童クラブ、その

他の施設の先生, ③その他の大人（習い事の先生等）, 

④学校の友だち 学校以外の友だち, ⑤一人でいる, 

⑥無回答の選択肢のうち一択式で質問したところ, 

「家族」が 43.7％で 1 位,「学校の友だち」が 30.5％

となっていた. ここで「家族」の解釈として東京都

の「平成 29 年度福祉保健基礎調査」（東京都, 2018b）

によると, 三世代世帯は, 子育て世帯全体(3,861

世帯)の 6.1％であったことから, ここでの「家族」

の多くは「親」か「きょうだい」を指していること

が推察される．こうしたことからきょうだいである

ケースもあるにせよ親が友だちを上回るか，匹敵す

る結果となっていたと解釈できる. 低・中学年では, 

学童クラブの指導員の割合が増えると考えられるが, 

乳幼児期～小学生が生活の中で自然に色々な大人と

関わる機会は減っていること, 大人との関わりの中

で親の割合が増えていることは明らかである. 

次に, 小学生の放課後の遊び環境に注目すること

とする．ベネッセ初等中等教育研究室の第 2 回子ど

も生活実態基本調査（ベネッセ初等中等教育研究室， 

2009）では， 大都市部に住む小学生(小 4～6)1,049

名を対象に放課後の遊び場として 12項目を 4件法で
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中での子育てにおいて, 高齢者は子育ての一端を担

っていた. 子どもを育てた経験から培ったアドバイ

スや支援は, 子育て世代にとって有益だったかもし

れない. 

しかし, 血縁的な子育てへの参加の機会が減って

いる．内閣府の調査 (内閣府，2018c) によると, 65
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している．このように子どもの数が減っている中で

の保育所の利用者数が増加しているという現実は，

親の共働きが増え, 子どもが平日に親と過ごす時間

が減少している事実を表している.このような親の

働き方の変化は, 小学生以降(9 歳～14 歳)の子ども

の親子のふれあいの時間の減少の原因となっている

かもしれない (表 1). 平日における子ども(9～14

歳)とのふれあい時間を 2000年と 2005年で比較する

と, 父親は，「4 時間以上」，「3 時間くらい」の割合

が減少し，「2 時間くらい」，「1 時間くらい」，「ほと

んどない」の割合が増加している（内閣府, 2001, 

2007）．さらに，「30 分くらい」の割合が大きく減っ

ている. 母親は, 「2 時間以上」の割合が減り, 「１

時間以内」の割合が増えている．これは平日に限っ

たデータではあるが，共働きの増加によって, 子ど

もとコミュニケーションする時間が減少しているこ

とを示唆する結果である. また, 男性は外(仕事), 

女性は内(子育て)のような, 性的役割分業的な価値

観が色濃く残る文化の中で, 母親は働く割合が増え

ながらも子育てを担う割合が依然として高いことが

理解できる. そのため,この後扱う子育てのアンケ

ート調査の多くは, 母親をターゲットにしたものと

なっている. 

このように, 血縁・地縁的の支えが希薄になり, 

共働きの増加により子どもと関わる時間が少なくな

る中, 親が子どもとのコミュニケーションを通じて, 

親として子どもに価値観を伝授するプロセスには効

率性が求められるようになっているのかもしれない．

情報社会において，身近な情報検索手段であるイン

ターネットは，こうした親にとってはとても便利な

ものになるだろう． たとえば, 首都圏に住む 0 歳か

ら 6 歳（就学前）の乳幼児をもつ母親 3,838 名を対

象に実施された幼児の生活調査の中では「現在、あ

なたは「お子様のしつけや教育」についての情報を

どこから・誰から得ていますか（多択式）」との質問

に対して, 一番多いのが「母親の友達・知人」から

のもの(72.0％), 次がインターネット・ブログ

(65.4％), テレビ・ラジオ(54.0％)という結果が得

られている(ベネッセ次世代育成研究所, 2016). 情

報社会になった現代においては驚くべき事ではない

が,子育て情報は地縁・血縁的関係以上に, インター

ネットやマスメディアを通じて得ているという実態

が明らかになっている. 

 

2. 子どもの生活環境の変化 

 次に, 子どもの生活環境, 中でも子どもを取り巻 

く人的資源に着目する．血縁，地縁的な子育ての環 

境では，保育園, 幼稚園, 学校現場以外でも, 日常

生活の中に多くの大人に自然と関わる機会があった. 

このような子どもの生活では, 子どもが地域社会の

中で育つ土壌があったといえる. その中で子どもた

ちは, 親以外の多くの大人とも関わりあいながら, 

ときには遊んでもらいながら, 育てられる仕組みが

あったといえるだろう. また, 地縁・血縁的につな

がりのある同世代や異年齢のこどもたちともかかわ

り合う機会が生活の場で展開されていた.しかし，ベ

ネッセ次世代育成研究室(2016)の乳幼児の生活調査

によると, 「平日、（幼稚園・保育園以外で）遊ぶと

きは誰と一緒の場合が多いですか。」という多択式の

質問に対して「母親」という回答が 1995 年の 55.1％

から,  2015 年では 86.0％と増加した. 「きょうだ

い」という回答は, 60.3％(1995 年)から, 49.3％

(2015 年)に減少した. 「友だち」という回答も, 

56.1％(1995年)から, 27.3％(2015年)に減少してい

る．このことから平日の遊ぶ場面において, 乳幼児

と母親が一対一で遊ぶ場面が増えているといえるだ

ろう(図 3). 

小学生においても似たような傾向がみられる. た

とえば,東京都の子どもの生活実態調査（東京都, 

2018a）によると, 小学生(5 年生, n=6,296 名)は, 

「平日の放課後(夕方 18:00 ぐらいまでの自由時間)

に一緒に過ごす事が多い人は誰か」について①家族

（祖父母、親戚なども含む）, ②学童クラブ、その

他の施設の先生, ③その他の大人（習い事の先生等）, 

④学校の友だち 学校以外の友だち, ⑤一人でいる, 

⑥無回答の選択肢のうち一択式で質問したところ, 

「家族」が 43.7％で 1 位,「学校の友だち」が 30.5％

となっていた. ここで「家族」の解釈として東京都

の「平成 29 年度福祉保健基礎調査」（東京都, 2018b）

によると, 三世代世帯は, 子育て世帯全体(3,861

世帯)の 6.1％であったことから, ここでの「家族」

の多くは「親」か「きょうだい」を指していること

が推察される．こうしたことからきょうだいである

ケースもあるにせよ親が友だちを上回るか，匹敵す

る結果となっていたと解釈できる. 低・中学年では, 

学童クラブの指導員の割合が増えると考えられるが, 

乳幼児期～小学生が生活の中で自然に色々な大人と

関わる機会は減っていること, 大人との関わりの中

で親の割合が増えていることは明らかである. 

次に, 小学生の放課後の遊び環境に注目すること

とする．ベネッセ初等中等教育研究室の第 2 回子ど

も生活実態基本調査（ベネッセ初等中等教育研究室， 

2009）では， 大都市部に住む小学生(小 4～6)1,049

名を対象に放課後の遊び場として 12項目を 4件法で
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歳以上の者のいる世帯のうち，高齢者が世帯の構成

員が１人だけの「単独世帯」や「夫婦のみの世帯」 
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は, 1980 年に 26.9％だったものが, 2016 年には

58.2％と増加の一途を辿っている(図 5)．都市部へ

の一極集中の結果として, 親世代は育った環境から

独立することを促された. このことによって，高齢 

者世代側から見れば，自分たちの子どもが親世代に

なったとき，子育てに関わる血縁的支援をすること

が困難になっているともいえる． 

 それでは, 地縁的な子育て参加はどうだろうか. 

地縁的なつながりによるコミュニティの例として町

会・自治会で考える. 例えば, 品川区(2016)の行っ

た区内の全 203 の町会・自治会を対象にした調査(こ

のうち回答は 171 団体)によると, 「町会・自治会の

組織運営上の課題」を, ①役員の高齢化や役員のな

り手不足による活動の低迷, ②活動従事者の固定化, 

③区から依頼される町会・自治会の仕事の増加, ④

個人情報やプライバシーへの配慮のために住民同士

の交流やつながりが困難, ⑤加入者の減少, ⑥活動

資金の不足, ⑦活動場所(町会会館など)の不足, ⑧

その他 のうち問題が大きいと思う順に 3 つを選択

してもらった. 最も問題が大きいとされた課題で最

も多くの団体から挙げられたのは, ①役員の高齢化

や役員のなり手不足による活動の低迷で, 64.1％で

あり, それに次いで②活動従事者の固定化 16.5%, 

③区から依頼される町会・自治会の仕事の増加 7.6%

となっていた. この例からも，多くの町会や自治会

が若い世代に上手く引き継げていないこと, そして

役員の高齢化から活動が低迷していくという現実に

直面していることが示唆される. こうした背景には, 

とくに都市部における住宅供給システムにみられる

ような, 特定の世代・年代をターゲットにした都市

計画の結果として高齢者世帯と子育て世帯が住み分

けられていることが考えられる． こうした傾向も高

齢者における地縁的な子育て参与機会減少の遠因と

なっているだろう. 

こうした高齢者と子育て世代の分離の可能性が指 

摘できる一方で, 内閣府による家族と地域における 
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※内閣府(2018 c), 平成30年版 高齢社会白書 より
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※内閣府(2013), 平成25年度 家族と地域における子育てに関する意識調査 より
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子育てに関する意識調査（内閣府，2013）では,「子

育てする人にとっての地域の支えの重要性」につい

て 60代(男性 n=161, 女性 n=232)と 70代(男性 n=140, 

女性=174)に「とても重要だと思う」, 「やや重要だ

と思う」, 「どちらとも言えない」, 「あまり重要

ではないと思う」, 「まったく重要ではないと思う」, 

「わからない」の一択式の質問をしたところ, 「と

ても重要だと思う」と応えた割合が, 男性の 60 代で

59.6％, 70 代で 60.7％であり, 女性では 60 代で

63.8％，70 代で 62.6％と，子育てにおける地域の支

えの重要性について過半数以上の高齢者は自負して

いるといえる(図 6). 

さて, 以前に比べ健康上の問題がない状態で日常

生活を送ることができる期間としての健康寿命が伸

びている. 厚生労働省(2014)の厚生労働白書による

と,男性において 2001 年に 69.40 歳だったのが, 

2007 年に 70.33 歳と 70 歳を超え, 2016 年は 72.14

歳まで延びた. 女性は 2001年に 72.65歳だったのが, 

2016年は 74.79歳まで延びている. こうした健康な

高齢者の存在は，子育てを支援する担い手となる機

会が用意されることで，その役割を引き受けられる，

潜在的な支援者とみることも出来るのかもしれない． 

 

Ⅲ．背景まとめ  

1.血縁・地縁的なつながりが希薄になる環境に

おける子育ての問題 

ここまで, 「親」、「子」、「高齢者」に分け, 子育

てと関わる観点から生活環境の変化について公開

されている統計データより考察した．まず, 血縁・

地縁的な関係性での子育て環境が消失する中で親

が孤立している実態が明らかとなっている. そし

て, 共働きの増加による子どもと関わる時間が少

なくなる中, 「教育・しつけ」の情報源として同世

代の「ママ友」やインターネットから情報を得てい

ることが示された． 

次いで, 子どもが育つ環境では, 友だちと関わる

機会より親と関わる機会が多くなっており, これま

で以上に親子の関係が密接になっている可能性が示

唆された. また, 外遊びの機会が減少することで,

地域に住む多様な人々と出会い交流する機会が減少

している可能性があることが明らかとなった. 

最後に, 身体的には健康で子育て参加への意欲を

もつ高齢者が潜在的には増加していることが伺えた．

ただ一方で, 親子と高齢者のコミュニティが分断さ

れている状況によってその力をいかされる機会に恵 

まれていないことが示唆された．これらの議論から 

以下の二つの問題点を検討する必要があるだろう．  

■子育て経験のある高齢者の代わりにインターネ 

ットや同世代のママ友がなれるのであろうか.  

 最初の問題としては, 子育てに関する情報源とし 

て, 従来, 祖父母世代が果たしてきた役割を適切に

引き受ける存在があるのか, ということがあげられ

る．全国 20～40 代までのインターネットを使用する

既婚女性 1,079 名を対象に博報堂こそだて家族研究

所が行った「インターネットを使用した子育て情報

収集の方法」に関する調査（博報堂こそだて家族研

究所, 2014）によると, 情報興味関心の高い子育て

項目は，「子どものしつけ」や「発育・成長」である

ものの上手く情報収集できていないという調査結果

が紹介されている（図 7）. インターネットでは不

特定多数の人間がどのような情報でも発信でき, か

つその量は膨大であるため，抽象性が高かったり，

回答に専門性が求められたりする内容に関しては満

足のいく回答を得ることが難しいのかもしれない. 

情報の興味関心の高いものの情報収集できている割

合の低い「子どものしつけ」情報については, 参考

にする情報源は, ママ友、友人、知人からの情報や

評判が 45％と一番多いとの報告もあり（同調査）, 

インターネットなどで容易に得られない情報は, 近

しい同世代へ相談している現状が示されている.  

しかし, ママ友や友人，知人等の場合, ピア（=

同世代）としての間柄で悩みなどを打ち明け合う場

としては有効ではあるものの, 多くは経験知として

子育て経験に乏しい同世代が多いと考えられる. 子

育て経験がある高齢者が参加する血縁・地縁的な子

育てでは, 生活環境の変化による子育て環境の違い

はあるものの, 親は, 子育て経験と今の親の悩みを

照らし合わせるからこそ伝えられるさまざまなアド

バイスを高齢者から聞ける機会を多く持っていた． 

このような「子どものしつけ」や「発育・成長」

の情報を上手く得られてない現状による影響は, 子

育ての意識と実際の関わりの間に見えるかもしれな

い. たとえば, ベネッセ次世代育成研究室の 0～6

歳児(就学前まで)までの子どもを持つ母親(3,838

名)を対象にした「今, 子育てで力を入れている」事

に対する調査(ベネッセ次世代育成研究室, 2016)で

は①他人に思いやりをもつこと, ②親子でたくさん

ふれあうこと, ③基本的生活習慣を身につけること, 

④社会のマナーやルールを身につけること, ⑤自分

でできることは自分ですること, ⑥自分の気持ちや

考えを人に伝えること, ⑦身体を丈夫にすること, 

⑧興味や関心を広げること, ⑨自然とたくさんふれ

あうこと, ⑩野外で遊ぶこと, ⑪友だちと一緒に遊 
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は, 1980 年に 26.9％だったものが, 2016 年には

58.2％と増加の一途を辿っている(図 5)．都市部へ

の一極集中の結果として, 親世代は育った環境から

独立することを促された. このことによって，高齢 

者世代側から見れば，自分たちの子どもが親世代に

なったとき，子育てに関わる血縁的支援をすること

が困難になっているともいえる． 

 それでは, 地縁的な子育て参加はどうだろうか. 

地縁的なつながりによるコミュニティの例として町

会・自治会で考える. 例えば, 品川区(2016)の行っ

た区内の全 203 の町会・自治会を対象にした調査(こ

のうち回答は 171 団体)によると, 「町会・自治会の

組織運営上の課題」を, ①役員の高齢化や役員のな

り手不足による活動の低迷, ②活動従事者の固定化, 

③区から依頼される町会・自治会の仕事の増加, ④

個人情報やプライバシーへの配慮のために住民同士

の交流やつながりが困難, ⑤加入者の減少, ⑥活動

資金の不足, ⑦活動場所(町会会館など)の不足, ⑧

その他 のうち問題が大きいと思う順に 3 つを選択

してもらった. 最も問題が大きいとされた課題で最

も多くの団体から挙げられたのは, ①役員の高齢化

や役員のなり手不足による活動の低迷で, 64.1％で

あり, それに次いで②活動従事者の固定化 16.5%, 

③区から依頼される町会・自治会の仕事の増加 7.6%

となっていた. この例からも，多くの町会や自治会

が若い世代に上手く引き継げていないこと, そして

役員の高齢化から活動が低迷していくという現実に

直面していることが示唆される. こうした背景には, 

とくに都市部における住宅供給システムにみられる

ような, 特定の世代・年代をターゲットにした都市

計画の結果として高齢者世帯と子育て世帯が住み分

けられていることが考えられる． こうした傾向も高

齢者における地縁的な子育て参与機会減少の遠因と

なっているだろう. 

こうした高齢者と子育て世代の分離の可能性が指 

摘できる一方で, 内閣府による家族と地域における 
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※内閣府(2018 c), 平成30年版 高齢社会白書 より
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図6 60代, 70代男女の「子育てする人にとっての地域の支えの重要性」

※内閣府(2013), 平成25年度 家族と地域における子育てに関する意識調査 より
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子育てに関する意識調査（内閣府，2013）では,「子

育てする人にとっての地域の支えの重要性」につい

て 60代(男性 n=161, 女性 n=232)と 70代(男性 n=140, 

女性=174)に「とても重要だと思う」, 「やや重要だ

と思う」, 「どちらとも言えない」, 「あまり重要

ではないと思う」, 「まったく重要ではないと思う」, 

「わからない」の一択式の質問をしたところ, 「と

ても重要だと思う」と応えた割合が, 男性の 60 代で

59.6％, 70 代で 60.7％であり, 女性では 60 代で

63.8％，70 代で 62.6％と，子育てにおける地域の支

えの重要性について過半数以上の高齢者は自負して

いるといえる(図 6). 

さて, 以前に比べ健康上の問題がない状態で日常

生活を送ることができる期間としての健康寿命が伸

びている. 厚生労働省(2014)の厚生労働白書による

と,男性において 2001 年に 69.40 歳だったのが, 

2007 年に 70.33 歳と 70 歳を超え, 2016 年は 72.14

歳まで延びた. 女性は 2001年に 72.65歳だったのが, 

2016年は 74.79歳まで延びている. こうした健康な

高齢者の存在は，子育てを支援する担い手となる機

会が用意されることで，その役割を引き受けられる，

潜在的な支援者とみることも出来るのかもしれない． 

 

Ⅲ．背景まとめ  

1.血縁・地縁的なつながりが希薄になる環境に

おける子育ての問題 

ここまで, 「親」、「子」、「高齢者」に分け, 子育

てと関わる観点から生活環境の変化について公開

されている統計データより考察した．まず, 血縁・

地縁的な関係性での子育て環境が消失する中で親

が孤立している実態が明らかとなっている. そし

て, 共働きの増加による子どもと関わる時間が少

なくなる中, 「教育・しつけ」の情報源として同世

代の「ママ友」やインターネットから情報を得てい

ることが示された． 

次いで, 子どもが育つ環境では, 友だちと関わる

機会より親と関わる機会が多くなっており, これま

で以上に親子の関係が密接になっている可能性が示

唆された. また, 外遊びの機会が減少することで,

地域に住む多様な人々と出会い交流する機会が減少

している可能性があることが明らかとなった. 

最後に, 身体的には健康で子育て参加への意欲を

もつ高齢者が潜在的には増加していることが伺えた．

ただ一方で, 親子と高齢者のコミュニティが分断さ

れている状況によってその力をいかされる機会に恵 

まれていないことが示唆された．これらの議論から 

以下の二つの問題点を検討する必要があるだろう．  

■子育て経験のある高齢者の代わりにインターネ 

ットや同世代のママ友がなれるのであろうか.  

 最初の問題としては, 子育てに関する情報源とし 

て, 従来, 祖父母世代が果たしてきた役割を適切に

引き受ける存在があるのか, ということがあげられ

る．全国 20～40 代までのインターネットを使用する

既婚女性 1,079 名を対象に博報堂こそだて家族研究

所が行った「インターネットを使用した子育て情報

収集の方法」に関する調査（博報堂こそだて家族研

究所, 2014）によると, 情報興味関心の高い子育て

項目は，「子どものしつけ」や「発育・成長」である

ものの上手く情報収集できていないという調査結果

が紹介されている（図 7）. インターネットでは不

特定多数の人間がどのような情報でも発信でき, か

つその量は膨大であるため，抽象性が高かったり，

回答に専門性が求められたりする内容に関しては満

足のいく回答を得ることが難しいのかもしれない. 

情報の興味関心の高いものの情報収集できている割

合の低い「子どものしつけ」情報については, 参考

にする情報源は, ママ友、友人、知人からの情報や

評判が 45％と一番多いとの報告もあり（同調査）, 

インターネットなどで容易に得られない情報は, 近

しい同世代へ相談している現状が示されている.  

しかし, ママ友や友人，知人等の場合, ピア（=

同世代）としての間柄で悩みなどを打ち明け合う場

としては有効ではあるものの, 多くは経験知として

子育て経験に乏しい同世代が多いと考えられる. 子

育て経験がある高齢者が参加する血縁・地縁的な子

育てでは, 生活環境の変化による子育て環境の違い

はあるものの, 親は, 子育て経験と今の親の悩みを

照らし合わせるからこそ伝えられるさまざまなアド

バイスを高齢者から聞ける機会を多く持っていた． 

このような「子どものしつけ」や「発育・成長」

の情報を上手く得られてない現状による影響は, 子

育ての意識と実際の関わりの間に見えるかもしれな

い. たとえば, ベネッセ次世代育成研究室の 0～6

歳児(就学前まで)までの子どもを持つ母親(3,838

名)を対象にした「今, 子育てで力を入れている」事

に対する調査(ベネッセ次世代育成研究室, 2016)で

は①他人に思いやりをもつこと, ②親子でたくさん

ふれあうこと, ③基本的生活習慣を身につけること, 

④社会のマナーやルールを身につけること, ⑤自分

でできることは自分ですること, ⑥自分の気持ちや

考えを人に伝えること, ⑦身体を丈夫にすること, 

⑧興味や関心を広げること, ⑨自然とたくさんふれ

あうこと, ⑩野外で遊ぶこと, ⑪友だちと一緒に遊 
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ぶこと, ⑫数や文字を学ぶこと, ⑬外国語を学ぶこ

と, ⑭伝統や文化を大切にすること, ⑮芸術的な才

能を伸ばすこと(音楽や絵画など)の 15 項目から多

択式で選択させた．その結果, 最も多かったのは, 

①他者への思いやりを持つこと(51.4％), であり， 

次いで②親子でたくさんふれあうこと(48.0％), 3

番目に③基本的生活習慣を身につけること(45.7％)

となっていた. それでは, 子どもへのかかわりはこ

のような期待や思いを体現しているのであろうか．

たとえば, 石川(2017)は, 微細運動を使用する課題

(塗り絵遊び)を通した養育者, 保育者と 3 歳児の 3

者間での会話とそれによる 3 歳児の心的変容を検討

した研究をおこなった. 結果, 養育者(主に母親)の

発話の傾向として, 子どもの行動を「称賛・勇気づ

け」, 「呼応・同意」よりも, 「指示・説明」や「発

問・問いかけ」のような塗る行動を積極的に促す語

りかけが多くなっていた. 親の子育て意識と子ども

との関わりを結ぶ「子どものしつけ」や「発育・成

長」の情報をうまく得られない中, 限られた時間で

子どもに親自身の「子どもへの期待や思い」を伝え

ようとすることで, 親は子どもへのトップダウンの

言葉がけが強くなっている可能性がある. この関わり

方は, 子どもの実態とズレが起こりやすく, 「親の子

どもへの育ちの期待」が「子どもの実際の育ち」と
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つながりづらい事から, 親が子育てへの不安や困難

さを日常的に感じる機会を増やしていると言える. 

このように, 子育ての意識と実際の子どもの育ち

の溝が埋められずに子育てが困難になっている現状

から, インターネットやママ友のような同世代のコ

ミュニティとのつながりだけは, 子育てを埋めるも

のになることが難しい現状を示唆する. 特に, 「子

どものしつけ」の意識や「発育・成長」の情報源は, 

親が幼少時代に親の親(子どもから見れば祖父母)か

ら受けた子育ての中で生み出される部分も多い. 子

育てを経験のある高齢者は, 親世代の「子どものし

つけ」や「発育・成長」に関わっていた存在であり, 

「子どものしつけ」や「発育・成長」への理解と子

どもの関わりの中での悩みを解決へ導く役割として

有効に機能する可能性が高いといえるだろう.  

 

■子どもを取り巻く大人の多様性が失われる中 , そ

れを埋める何かがあるのだろうか .
次に, 「子どもの見守り」という観点から考えて

みる. たとえば, 地域コミュニティの多様な大人た

ちが子どもたちを見守ってくれるような状況がなか

ったとしても，GPS のような科学技術の台頭により, 

親のみの努力で常に子どもの安全を守ることができ

る仕組みができている. しかし, 前述の通り，子育

てのしわ寄せが親にいき, 更に「しつけ」や「発育・

成長」のアドバイスを上手く得ることが出来ない親

にとっては,「見守り」のみの活用で収まらない可能

性もある. たとえば, 日比野(2007)らは, IC タグを

使用した子どもの監視システムについて, 子どもを

危険から守るという名目で導入されながら，子ども

がいたずらをしないようにと子どもを監視するなど 

子どものプライバシーを侵害する形で利用される危 

険性に警鐘を鳴らしている． 

また, 子育てをとりまく大人のつながりが希薄に

なることは, 子にとっての親の影響力や, 親の社会 

的な育児責任が増すことを意味する. こうした親子

関係の結びつきの強化は, 必ずしも悪いことばかり

ではないかもしれないが, 一方で虐待などといった

問題の原因になりえるかもしれない. 厚生労働省

(2018)の調査によると平成 29 年度は児童相談所で

の児童虐待相談対応件数が 133,778 件(速報値)とな

っており過去最高を更新している(図 8). 子どもの

人口は減少しているものの相談件数が右肩上がりに

増加している現状は, 虐待に関する社会的関心の高

まりによるところが大きいだろうが, 子育てを親子

のみで行う困難さを示すもう一つの指標としても捉

えることも出来るだろう. 

 子育てのひずみが生じる現状を整理すると図 9 の

ようになる.図 9 の左に示したように, 血縁・地縁的

なつながりの中で行われてきた子育て環境の中では, 

子どもはさまざまな大人や子どもと濃密なつながり

で構成されるコミュニティとの関わりを通し, 多様

な価値観やスキル, 習慣を獲得し発達していった. 

そして, 親もさまざまな人とのつながりの中で, ひ

とりの親として育つ場があった．子育てに悩んだ時, 

近所にいる子育て経験のある高齢者から, 子育てに

関する色々なアドバイスを自然に受ける機会も多か

ったのではないだろうか.  

一方,図 9 の右に示したように, 現代における子

育ては, 血縁・地縁的なつながりが希薄化すること

で, 親の子育てが孤立することになり, 子どもの親

への依存度の高まりから, 子どもの発達の下地が親

子と閉じる傾向があるといえよう. 親は, 子育てを

全面的に背負う事になり, 社会からは子を産んだ時

から一人前の親である事を期待され, 求められる. 近

代化, 工業化した日本のコミュニティの一員として
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ぶこと, ⑫数や文字を学ぶこと, ⑬外国語を学ぶこ

と, ⑭伝統や文化を大切にすること, ⑮芸術的な才

能を伸ばすこと(音楽や絵画など)の 15 項目から多

択式で選択させた．その結果, 最も多かったのは, 

①他者への思いやりを持つこと(51.4％), であり， 

次いで②親子でたくさんふれあうこと(48.0％), 3

番目に③基本的生活習慣を身につけること(45.7％)

となっていた. それでは, 子どもへのかかわりはこ

のような期待や思いを体現しているのであろうか．

たとえば, 石川(2017)は, 微細運動を使用する課題

(塗り絵遊び)を通した養育者, 保育者と 3 歳児の 3

者間での会話とそれによる 3 歳児の心的変容を検討

した研究をおこなった. 結果, 養育者(主に母親)の

発話の傾向として, 子どもの行動を「称賛・勇気づ

け」, 「呼応・同意」よりも, 「指示・説明」や「発

問・問いかけ」のような塗る行動を積極的に促す語

りかけが多くなっていた. 親の子育て意識と子ども

との関わりを結ぶ「子どものしつけ」や「発育・成

長」の情報をうまく得られない中, 限られた時間で

子どもに親自身の「子どもへの期待や思い」を伝え

ようとすることで, 親は子どもへのトップダウンの

言葉がけが強くなっている可能性がある. この関わり

方は, 子どもの実態とズレが起こりやすく, 「親の子

どもへの育ちの期待」が「子どもの実際の育ち」と
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つながりづらい事から, 親が子育てへの不安や困難

さを日常的に感じる機会を増やしていると言える. 

このように, 子育ての意識と実際の子どもの育ち

の溝が埋められずに子育てが困難になっている現状

から, インターネットやママ友のような同世代のコ

ミュニティとのつながりだけは, 子育てを埋めるも

のになることが難しい現状を示唆する. 特に, 「子

どものしつけ」の意識や「発育・成長」の情報源は, 

親が幼少時代に親の親(子どもから見れば祖父母)か

ら受けた子育ての中で生み出される部分も多い. 子

育てを経験のある高齢者は, 親世代の「子どものし

つけ」や「発育・成長」に関わっていた存在であり, 

「子どものしつけ」や「発育・成長」への理解と子

どもの関わりの中での悩みを解決へ導く役割として

有効に機能する可能性が高いといえるだろう.  

 

■子どもを取り巻く大人の多様性が失われる中 , そ

れを埋める何かがあるのだろうか .
次に, 「子どもの見守り」という観点から考えて

みる. たとえば, 地域コミュニティの多様な大人た

ちが子どもたちを見守ってくれるような状況がなか

ったとしても，GPS のような科学技術の台頭により, 

親のみの努力で常に子どもの安全を守ることができ

る仕組みができている. しかし, 前述の通り，子育

てのしわ寄せが親にいき, 更に「しつけ」や「発育・

成長」のアドバイスを上手く得ることが出来ない親

にとっては,「見守り」のみの活用で収まらない可能

性もある. たとえば, 日比野(2007)らは, IC タグを

使用した子どもの監視システムについて, 子どもを

危険から守るという名目で導入されながら，子ども

がいたずらをしないようにと子どもを監視するなど 

子どものプライバシーを侵害する形で利用される危 

険性に警鐘を鳴らしている． 

また, 子育てをとりまく大人のつながりが希薄に

なることは, 子にとっての親の影響力や, 親の社会 

的な育児責任が増すことを意味する. こうした親子

関係の結びつきの強化は, 必ずしも悪いことばかり

ではないかもしれないが, 一方で虐待などといった

問題の原因になりえるかもしれない. 厚生労働省

(2018)の調査によると平成 29 年度は児童相談所で

の児童虐待相談対応件数が 133,778 件(速報値)とな

っており過去最高を更新している(図 8). 子どもの

人口は減少しているものの相談件数が右肩上がりに

増加している現状は, 虐待に関する社会的関心の高

まりによるところが大きいだろうが, 子育てを親子

のみで行う困難さを示すもう一つの指標としても捉

えることも出来るだろう. 

 子育てのひずみが生じる現状を整理すると図 9 の

ようになる.図 9 の左に示したように, 血縁・地縁的

なつながりの中で行われてきた子育て環境の中では, 

子どもはさまざまな大人や子どもと濃密なつながり

で構成されるコミュニティとの関わりを通し, 多様

な価値観やスキル, 習慣を獲得し発達していった. 

そして, 親もさまざまな人とのつながりの中で, ひ

とりの親として育つ場があった．子育てに悩んだ時, 

近所にいる子育て経験のある高齢者から, 子育てに

関する色々なアドバイスを自然に受ける機会も多か

ったのではないだろうか.  

一方,図 9 の右に示したように, 現代における子

育ては, 血縁・地縁的なつながりが希薄化すること

で, 親の子育てが孤立することになり, 子どもの親

への依存度の高まりから, 子どもの発達の下地が親

子と閉じる傾向があるといえよう. 親は, 子育てを

全面的に背負う事になり, 社会からは子を産んだ時

から一人前の親である事を期待され, 求められる. 近

代化, 工業化した日本のコミュニティの一員として
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図 9 血縁・地縁的な子育て環境と都市部で多い子育て環境 

期待される価値観・スキル・習慣は, 保育所, 幼稚

園や公教育で伝授されている. 一方, 受け継がれて

きた日本文化, そしてその中で培われた親自身の価

値観を伝授していくことを親が一手に引き受けるこ

とは, 現在の経済活動を行う時間が長くなり限られ

た時間の中での子育てにおいては困難になっている

といえる. 血縁・地縁的な環境や, 高齢者が子育て

に参加する価値をもう一度見直すことも必要なこと

なのかもしれない. 乳幼児期から学童期までの子育

ては, 親子のつながりが強く, 親や親自身の外界と

のつながりから子どもは様々な価値観・スキル・慣

習を吸収していくことから, 親以外の大人の意見が

大きな影響力をもつのは親から精神的に自立し始め

る青年期以降であると考えられる. 幼少期から学童

期までの子育てに対して高齢者には, 子どもの見守

りや, 親への子育ての支援, そして親の子育ての悩

みに寄り添い解決策を共に探る役割があるだろう. 

2.「育つ-育てられる」から再考する子育て

 鯨岡(1995)は,人は他者との関係性の中で生きる

という前提に立ち, 「育つ-育てられる」関係に注目

した関係発達論を提唱した. この考えをもとにする

と, 現代社会における子育てをめぐる今日的な課題

は, 子も親も共に発達していく為に必要な関係性が

希薄になり, さらには断絶してしまったことで「育

つ-育てられる」関係が絶たれてしまった事に原因が

あるといえるだろう. そうであるならば, 親が、「親

として育つ-親として育てられる」環境をいかに作っ

ていけるかが, 問題を解決するための重要な処方箋 

となるといえるのではないだろうか. 

 血縁・地縁的なつながりの中で子育てを行う際に 

はあたりまえのように存在していた「親として育つ-

親として育てられる」環境であるが, 現代社会にお

いてはその存在が「あたりまえ」ではなくなってき

ている. こうした問題意識は共有されつつあるとい

える. たとえば「地域」, 「高齢者」, 「子ども」

をつなぐ保育園と老人施設が一緒になった幼老複合

施設のような形で「高齢者」と「子ども」をつなぐ

取り組みは行われているなど, 世代間交流の価値が

見直されている(厚生労働省, 2013). しかし, こう

した取り組みにおいては, 親の存在, さらには「親

として育つ-親として育てられる」環境についての視

点が抜け落ちているように思われる. 子育てや発達

に関する科学的研究に基づく知見が専門家によって

発信されていることも事実ではある. その一方で文

化・社会に根ざした子育ての経験知を伝承していく

関係性が希薄になっている現代においては, こうし

た知識を伝えつつ, 同世代(＝ピア)ではなく, 経験
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者・助言者(＝メンター)として, 子育て世代に寄り

添う関係の再構築が求められているのではないだろ

うか．そこで, 「親として育てられる」社会的枠組

みを再構築する一環として, 親世代と, 子育てが一

段落した高齢者とをつなぐ仕組みを社会実践の中で

再構築することが重要になるだろう．更に, 掘口・

大川(2018)は, 「活動内の仲間関係」と「配偶者か

らの活動サポート」，「子供からの活動サポート」が

高齢者の社会的活動の中での自律的動機づけと正の

相関を示すことから, 高齢者が自律的に社会的活動

へ参加するためには，「他者との関係性」が重要であ

る可能性を示唆している. このことから, 高齢者が

子育てへ参加できる社会的枠組みを再構築すること

での新たな意味が見えてきた. 

 

Ⅳ．今後の研究に向けて導出された仮説  

 これまでの議論から二つの仮説をたて, 今後検証

していくことにする. まず, 仮説 1 は, 「親にとっ

て, メンターとなりうる高齢者との関係性を構築す

ることが，子どもへの関わりの質を向上させる契機

となる」というものである. そして仮説 2 は, 「高

齢者にとって子育ての一端を担うことは生活の質を 

向上させることにつながる」というものである.今後，

調査や社会実践の枠組みの中でこれらの仮説を検証

していこうと考えている． 

 

Ⅴ. おわりに 

本論では，「親」，「子」，そして 「高齢者」という

観点から, 日本の主に都市部における保育所や幼稚

園, 学校以外の子育てにかかわるコミュニティの変

化について統計データを基に検討した．血縁・地縁

的なつながりが希薄化する中で子育てにどのような

課題が生じているのかを明らかにし，文化・社会に

根ざした子育ての経験知を伝承していき, 子育ての

悩みに寄り添う存在としての高齢者の存在の重要性

を示唆した．今日における子育てを支援する社会的

枠組みとしては, たとえば「子育て支援センター」

が挙げられよう. 看護師等の専門職のスタッフが悩

みに寄り添うことや, 同年代の地域の親をつなぐこ

と, 保育者が巡回指導をすること等が主たる目的で

あり, このような場が子育てする親にとって悩みを

打ち明けたり，解決したりして, 親自身の育ちの場

となっていることも事実である. また, それ以外に

も児童館や NPO 等, さまざまな形で「親として育て

られる」仕組みは存在している. 一方で, 日本で育

つ中で価値観・スキル・慣習を獲得していった私達

にとっては文化・社会に根ざした子育ての経験知を

子育ての終えた高齢者から伝承される機会も重要と

なる. 

つまり, 親の子育ての悩みを解決・支援する子育

て支援センターをはじめとする「専門家集団」が担

う役割と, 親が親（子どもから見れば祖父・母)から

育てられる中で獲得していった子育て意識を , 文

化・社会に根ざした子育ての経験知として親に改め

て伝承していく場として子育て経験のある高齢者を

子育て支援する担い手とする役割を用意する必要が

ありそうである. 「親として育てられる」社会的枠

組みの再構築をしていく中で, これら両方の役割を

準備していくことが, 時代によるコミュニティの変

化の中で, 子育てへの「悪い」影響を最小限に抑え

られる方策なのかもしれない．  
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18歳選挙権をめぐる課題と若者の投票率・政治意識 

-国政選挙における都道府県別の投票率および世論調査データをもとに- 
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Ⅰ．はじめに 

2016 年夏に 18 歳選挙権が導入され、10代の有権

者が初めて国政選挙に参加することとなった同年 7

月の参議院議員選挙では、彼らの投票参加の動向が

大きな注目を集めた。このときの選挙区選挙におけ

る全国平均の投票率は、18 歳が 51.28％、19 歳が

42.30％を記録し、高校 3年生も含まれる 18 歳の投

票率は全年代の投票率（54.70％）に近い数字となっ

ただけでなく、20 代（35.60％）、30 代（44.24％）

を上回る結果となった。 

他方で、翌 2017 年 10 月に行われた衆議院議員選

挙では、18 歳の投票率こそ 47.87％で参院選からは

微減にとどまったのに対し、19 歳は参院選と比べ 9

ポイント余り下落し 33.25％と大きく伸び悩んだ。

この衆院選では多くの地域で台風直撃の影響を受け

てもなお、全年代の投票率は 53.68％と前年の参院

選並みの水準に踏みとどまったが、そうした中で 19

歳の投票率の落ち込みは特に顕著であったと言える。 

18・19 歳が投票参加できる 2度目の参院選が今年

7 月に迫るが、18 歳選挙権導入当初におけるある種

の「お祭り効果」は薄れてきたと言える。そうした

中、10 代を有権者に加えて迎える 3 度目の国政選挙

では、彼らの「平均的な投票参加の傾向」がより一

層明示的なものとなるであろう。すなわち、来たる

参院選における 10 代の投票参加の内実がどのよう

なものとなるかによって、長期的に見た際の 18 歳選

挙権の成否を占うことが初めて可能になると思われ

る。同時に、10 代をはじめ若者の投票参加をめぐる

（過去にも指摘されてきた）種々の課題もまた、こ

れまで以上に明確に浮かび上がってくると筆者は考

える。 

本稿では主として、後者の「課題」の部分に焦点

を絞って、分析を試みることとしたい。前述のよう

に、最近 2 回の国政選挙は「お祭り効果」や台風直

撃など、一定の特殊事情は作用していると考えられ

る。しかしそれでも、後の分析で示すように、都道

府県別の 10 代の投票率に着目すると、18 歳、19 歳、

県全体の各カテゴリ間、ならびに 2 つの選挙間での

相関を見ることで、一定の傾向を読み取ることが可

能となる。また結論を先取りして言うと、そこから

改めて浮かび上がる課題は若い有権者の「住民票の

異動」の問題であり、数字として表れる投票率は必

ずしも、若者の「関心度」をストレートに表すもの

ではないことが示される。 

また、都道府県別データの分析に先立って、2016

年の参院選前後に実施された各種世論調査のデータ

に着目して比較分析を行い、18・19 歳を中心とした

若い有権者の投票参加や政治意識の傾向について、
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